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（重点事項）

１ 医療施設調査について

医療施設調査は、全国の医療施設の分布及び整備の実態を明らかにするとともに､そ

の診療機能を把握し、医療行政の基礎資料を得ることを目的とした調査であり、静態調

査及び動態調査で構成されている。静態調査は、昭和５０年から３年ごとに全施設の詳

細な実態を把握することとし、動態調査は、施設の開設･廃止等の状況を毎月把握する

こととしている｡

平成２３年度は１０月１日現在で静態調査を実施することとしている。

なお、静態調査の病院票については、政府統計共同利用システムを利用したオンライ

ン調査を導入する予定である。

２ 患者調査について

患者調査は、全国の医療施設を利用する患者について、傷病及び受療の状況並びに在

院日数など国民の受療の実態を地域別に明らかにし、医療行政の基礎資料を得ることを

目的として昭和５９年度から３年ごとに実施している｡

平成２３年度は９月に患者調査（退院票）を、１０月中旬に患者調査(退院票除く）

を実施することとしている｡

受療行動調査について３

受療行動調査は、全国の病院を利用する患者について、受療の状況や受けた医療に対

する満足度等を調査することにより患者の医療に対する認識や行動を明らかにし、今後

の医療行政の基礎資料を得ることを目的として平成８年から患者調査の付帯調査として

３年ごとに実施している。

平成２３年度は１０月中旬に患者調査(退院票除く）と同時期に実施することとして

いる｡
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（予算概要） 
１ 平成２３年度統計情報部歳出予算案の概要 

 
Ⅰ 予算概要 
 

平成２２年度 
予 算 額 

平成２３年度 
予 算 額 

対前年度比 

  千円  千円 千円  

統 計 情 報 部 ７，９２３，１１０ ７，４２７，７９１  △４９５，３１９ （△ ６．３％） 

一 般 会 計 ６，６０１，１１４ ６，１５０，１６３  △４５０，９５１ （△ ６．８％） 

労 働 保 険 特 別 会 計 １，３２１，９９６ １，２７７，６２８  △４４，３６８ （△ ３．４％） 

      
(参考)      

統 計 調 査 関 係 経 費 ４，３０８，２６０ ３，７９６，４４４  △５１１，８１６ （△ １１．９％） 

情 報 化 関 係 経 費 ３，５９８，９４９ ３，６１５，７６９  １６，８２０ （ ０．５％） 

     

 
Ⅱ 主な事業内容 

 
○ 統計調査関係経費（厚生関係） 

   各種統計調査については、厚生労働省の行政施策の基礎資料となるものであり、平成２３年
度においても行政ニーズに対応した統計調査を実施する。 

 
(１) 医療施設静態調査の実施 

本調査は、病院及び診療所の分布及び整備の実態を明らかにするとともに、医療施設の

診療機能を詳細に把握し、医療行政施策推進のための基礎資料を得ることを目的としてい

る。 

平成２３年度は、３年毎に実施する静態調査年にあたり、調査の充実を図るとともにオ

ンライン調査の導入により記入者負担の軽減、事務の効率化を図りながら本調査を実施す

る。 

 

(２) 受療状況調査（患者調査、受療行動調査）の実施               

本調査は、全国の医療機関を利用する患者の疾病及び受療状況の実態を地域的に把握す

るとともに、患者側から医療に対する認識・受療行動の状況を把握し、医療行政施策推進

のための基礎資料を得ることを目的としている。 

平成２３年度は３年毎に実施する調査年にあたり、医療計画の策定等医療行政の推進に

資するため、調査内容の充実を図りつつ、本調査を実施する。 

 

(３) 委託費職員の統合と配置基準見直し       

各都道府県・指定都市等に保健統計委託費職員と社会福祉統計委託費職員に区分して配

置している委託費職員を統合して一本化し、配置基準の見直しを行うこととする。 



３ 

（参考） 

 
 
   

事     項 
平 成 ２ ２年 度 
予 算 額 

平 成 ２ ３年 度 
予 算 額 差 引 増 △ 減 額 

 千円 千円 千円 

（ 厚 生 統 計 調 査 関 係 費 ）    

    

人 口 動 態 調 査 費 １，５０８，３１３ １，６６３，０２４  １５４，７１１ 

医 療 施 設 調 査 費 ５，３８９ ７０，８８４ ６５，４９５ 

衛 生 統 計 調 査 費 ５３，１２６ ５１，２２６ △１，９００ 

受 療 状 況 調 査 費 ０ ２２２，３８３ ２２２，３８３ 

社 会 福 祉 統 計 調 査 費 ９，３９０ ８，７５１ △６３９ 

社 会 福 祉 施 設 等 調 査 費 ７５，６６０ ７４，９６０  △７００ 

国 民 生 活 基 礎 調 査 費 ９２７，８０３ １９０，２８９ △７３７，５１４ 

社 会 医 療 診 療 行 為 別 調 査 費 １５４，６８９ １１１，３３６ △４３，３５３ 

介 護 保 険 統 計 調 査 費 １０３，７５７ ８９，９３０ △１３，８２７ 

縦 断 調 査 費 １６９，５５０ １１９，２６０ △５０，２９０ 

（再掲）    

２１世 紀出 生児 縦断 調査  ６６，１８８ ５４，６０５ △１１，５８３   

２１世 紀成 年者 縦断 調査  ３９，９６４ ２４，５７０ △１５，３９４ 

中 高 年 者 縦 断 調 査  ６３，３９８ ４０，０８５ △２３，３１３ 

計 ３，００７，６７７ ２，６０２，０４３  △４０５，６３４ 
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平成22年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

【大臣官房統計情報部】

人口動態調査 人口動態・保健統計課 1,508,313 1,663,024 1,524,230 154,711

医療施設調査
人口動態・保健統計課
保健統計室

5,389 70,884 45,549 65,495

衛生行政報告例 〃

病院報告 〃
53,126 51,226 19,384 △ 1,900

地域保健・健康増進事業報告 〃

医師・歯科医師・薬剤師調査 〃

患者調査 〃
0 222,383 131,895 222,383

受療行動調査 〃

福祉行政報告例 社会統計課 9,390 8,751 2,848 △ 639

社会福祉施設等調査 〃 75,660 74,960 320 △ 700

社会医療診療行為別調査 〃 154,689 111,336 0 △ 43,353

介護サービス施設・事業所調査 〃 88,749 75,919 640 △ 12,830

介護給付費実態調査 〃 15,008 14,011 0 △ 997

２１世紀出生児縦断調査 〃 66,188 54,605 0 △ 11,583

２１世紀成年者縦断調査 〃 39,964 24,570 0 △ 15,394

中高年者縦断調査 〃 63,398 40,085 0 △ 23,313

国民生活基礎調査
社会統計課
国民生活基礎調査室

927,803 190,289 171,698 △ 737,514

（合計） 3,007,677 2,602,043 1,896,564 △ 405,634

２　　平成２３年度厚生労働省統計調査関係予算案（厚生関係）一覧表

平成23年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)



5

平成22年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

平成23年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)

【医政局】

薬剤耐性菌感染症発生動向調査 指導課 17,107 17,105 0 △ 2

歯科疾患実態調査 歯科保健課 0 27,947 15,263 27,947

看護師等学校養成所入学状況及び卒業
生就業状況調査

看護課 12,387 9,994 0 △ 2,393

医薬品・医療機器産業実態調査 経済課 4,648 4,644 0 △ 4

薬事工業生産動態統計調査 〃 52,618 50,458 39,113 △ 2,160

医薬品価格調査 〃 40,283 39,971 20,626 △ 312

特定保険医療材料価格調査 〃 76,451 69,413 43,859 △ 7,038

（合計） 203,494 219,532 118,861 16,038

【健康局】

国民健康・栄養調査
総務課
生活習慣病対策室

137,955 137,955 124,936 0

保健師活動領域調査
総務課
保健指導室

－ － － －

（合計） 137,955 137,955 124,936 0

【医薬食品局】

毒物及び劇物の保管・管理状況等調査
審査管理課
化学物質安全対策室

137,955 682 0 △ 137,273

食肉検査等情報還元調査
食品安全部
監視安全課

－ － － －

（合計） 137,955 682 0 △ 137,273

【雇用均等・児童家庭局】

地域児童福祉事業等調査 総務課 13,953 11,345 7,714 △ 2,608

全国母子世帯等調査 〃 0 74,847 65,196 74,847

幼稚園・保育所等の経営実態調査（仮称）
総務課
少子化対策企画室

0 93,894 0 93,894

子ども・子育て新システムに係る利用実態
（意向）調査（仮称）

〃 0 15,985 0 15,985

（合計） 13,953 196,071 72,910 182,118
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平成22年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

平成23年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)

【社会・援護局】

福祉事務所現況調査 総務課 6,305 5,514 0 △ 791

社会保障生計調査
(被保護者生活実態調査）

保護課 129,465 129,472 106,477 7

被保護者全国一斉調査
（基礎調査・個別調査）

〃 6,862 3,701 0 △ 3,161

医療扶助実態調査 〃 5,738 8,836 0 3,098

消費生活協同組合（連合会）
実態調査

地域福祉課 － － － -

全国障害児・者等実態調査（仮称）
障害保健福祉部
企画課

0 320,625 302,404 3,936

障害福祉サービス等経営実態調査
障害保健福祉部
障害福祉課

24,819 199,149 0 174,330

障害程度区分認定状況調査
障害保健福祉部
精神・障害保健課

67,691 60,878 0 △ 6,813

（合計） 240,880 728,175 408,881 487,295

【老健局】

介護事業経営実態調査
（調査準備関係）

老人保健課 41,274 232,677 0 191,403

（合計） 41,274 232,677 0 191,403

【保険局】

医療経済実態調査
（医療機関等調査）

医療課 22,358 156,847 0 134,489

歯科技工料調査 〃 0 6,103 0 6,103

保険医療材料等使用状況調査 〃 0 18,997 0 18,997

訪問看護療養費実態調査 〃 0 4,439 0 4,439

健康保険・船員保険被保険者実態調査 調査課 1,604 1,506 0 △ 98

医療経済実態調査
（保険者調査）

〃 0 1,210 0 1,210

医療費の動向調査 〃 23,218 13,819 0 △ 9,399

（合計） 47,180 202,921 0 155,741
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平成22年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

平成23年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)

【年金局】

年金制度基礎調査 数理課 5,382 5,382 0 0

国民年金被保険者実態調査
事業企画課
調査室

0 67,704 31,600 67,704

（合計） 5,382 73,086 31,600 67,704

【政策統括官付　政策評価官室】

所得再分配調査 0 26,993 22,031 26,993

（合計） 0 26,993 22,031 26,993

【国立社会保障・人口問題研究所】

社会保障・人口問題基本調査
　（第7回人口移動調査）

国際関係部 0 38,395 20,808 38,395

（合計） 0 38,395 20,808 38,395
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（連絡事項）

平成２３年

６月　
調査経路は支払基金
・国保連合会

６月２日 国民生活基礎調査（世帯票）実施

６月上旬　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国民生活基礎調査等地区別事務打合せ会議
（北海道、青森県、山梨県、東京都、名古屋市、兵庫県、広
島県、長崎県）

７月

７月上旬
定期的提供
（平成２１年度地域保健・健康増進事業報告）

７月１４日 国民生活基礎調査（所得票）実施

７月１８日 直接郵送方式

９月～１１月

９月 患者調査（退院票）実施

９月下旬　
定期的提供
（平成２２年人口動態調査）

１０月1日 医療施設静態調査実施 社会福祉施設等調査実施
社会福祉施設等調査に
ついては公共サービス改
革法による民間委託

１０月中旬 患者調査（退院票を除く）実施

受療行動調査実施

１０月下旬
定期的提供
（平成２２年国民生活基礎調査）

公共サービス改革法によ
る民間委託

１１月 直接郵送方式

直接郵送方式

１２月１日 直接郵送方式

平成２３年　

１月１８日 直接郵送方式

１月中旬

１月下旬　
定期的提供
（平成２２年医療施設動態調査・病院報告）

2月中旬
定期的提供
（平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査）

３月

３月中旬
定期的提供
（平成２２年社会福祉施設等調査）

定期的提供
（平成２２年介護サービス施設・事業所調査）

（注）　これらの他、年間を通じて実施する調査として、人口動態調査、医療施設動態調査、病院報告、衛生行政報告例、
　　　地域保健・健康増進事業報告、福祉行政報告例及び介護給付費実態調査がある。

１　 平成２３年度統計情報部事業計画（厚生関係）について

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名
備　　　　考

保健統計主管部局関係 社会福祉統計主管部局関係

社会医療診療行為別調査実施

全　国　厚　生　統　計　主　管　係　長　会　議　

第１０回２１世紀出生児縦断調査実施（平成１３年７月出生児）

厚　　生　　統　　計　　地　　区　　別　　講　　習　　会

介　護　サ　ー　ビ　ス　施　設　・　事　業　所　調　査　実　施

第１０回２１世紀成年者縦断調査実施

第７回中高年者縦断調査実施

厚　生　統　計　調　査　地　区　別　事　務　打　合　せ　会　議
（札幌市、栃木県、さいたま市、金沢市、神戸市、岡山市、北九州市）

全　　　　国　　　　統　　　　計　　　　大　　　　会

第２回２１世紀出生児縦断調査実施（平成２２年５月出生児）

第１１回２１世紀出生児縦断調査実施（平成１３年１月出生児）

  　全　国　厚　生　統　計　主　管　課　担　当　者　会　議
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統　計　調　査　名

平成２３年

 　　　　　６　月 パートタイム労働者総合実態調査

 　　　　　７　月 雇用動向調査（上半期）            

労働組合基礎調査                        

労働協約等実態調査

労働災害動向調査 (総合工事業調査)       

　　　　　　　　　 賃金構造基本統計調査    

 　　　　　８　月 毎月勤労統計調査（特別調査）            

賃金引上げ等の実態に関する調査

 　　　　１１　月 労働安全衛生特別調査

平成２４年

 　　　　　１　月 雇用動向調査（下半期）

労働災害動向調査(事業所調査)

          〃　　　　　   (総合工事業調査)  

就労条件総合調査

（注）上記の他、毎月実施する調査として、毎月勤労統計調査、労働争議統計調査等、四半期ごとに
　　　実施する調査として、労働経済動向調査がある。

（参考）平成２３年度統計情報部の調査実施計画（労働関係）について

労使関係総合調査
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２ 統計調査等業務・システム最適化の取組について

「電子政府構築計画」（平成15年7月 連絡会議決定）において策定することとさCIO

れた「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」は、各府省等で行われている統計

調査等業務を府省横断的に見直し、経費・業務の簡素合理化、利便性の向上を図るため、

・各府省等の情報システムの集約（政府統計共同利用システムの整備）

・業務の簡素・合理化（業務処理の共通化、一元化・集中化、情報の標準化、外部資源

の活用等）

を骨子として、平成18年3月31日に 連絡会議において決定されたものである。CIO

厚生労働省における最適化計画に基づく具体的な取組としては、昨年度、統計調査結

果における統計表の提供を当省のデータベースシステムから「政府統計共同利用システ

ム」にすべて移行し、そのポータルサイトとなる「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａ

ｔ）」からの提供に切り替えたところである。これにより、利用者はｅ－Ｓｔａｔにア

クセスするだけで、府省間、統計調査間を意識せず、横断的に各種情報を利用すること

が可能となったところである。

また、「政府統計共同利用システム」は、オンライン調査の機能も有しており、当省

においても、これまで個別にシステムを整備して行ってきたオンライン調査を「政府統

計共同利用システム」に切り替え、行政コストや業務の合理化を図るとともに、従来オ

ンライン調査を行っていなかった統計調査についても、その性質に応じて、順次「政府

統計共同利用システム」を利用することにより、同様の合理化を目指すこととしている。

３ 人口動態調査について

本調査は、出生、死亡、死産、婚姻及び離婚の人口動態事象を恒常的に把握し、人口

及び厚生労働行政施策の基礎資料を得ることを目的としており、我が国の基幹調査の一

つとなっている。

また、平成２２年度末までは、人口動態職業・産業調査を実施することとしているた

め、各地方自治体には調査への協力をお願いする。

人口動態調査事務については、市区町村に導入されている人口動態調査事務システム

により電子的に作成された人口動態調査票を、市区町村、保健所及び都道府県から厚生

労働行政総合情報システム（ＷＩＳＨ）を利用して報告する「人口動態調査オンライン

報告システム」を稼働している。

本報告システムは、市区町村、保健所及び都道府県における人口動態調査事務の負担
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軽減、効率化及びペーパーレス化が図られるものであり、この導入について、積極的に

進められるようお願いする。

４ 社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査について

社会福祉施設等調査は、全国の社会福祉施設等の数、定員、在所者、従事者の状況等

を把握し、社会福祉行政推進のための基礎資料を得ることを目的とした調査であり、３

年周期で行う精密調査とその中間年の簡易調査で構成されている。平成２３年度は簡易

調査の実施年に当たり、１０月に調査を実施する。

介護サービス施設・事業所調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把

握することにより、介護サービスの提供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得る

ことを目的とした調査であり、１０月に調査を実施する。

平成２３年度は、社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査において、引

き続き、公共サービス改革法に基づき、民間委託を行うこととしている。

なお、施設・事業所に関する情報（名簿）の更新等については、地方公共団体に協力

をお願いする。

５ ２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）について

本調査は、平成１４年１０月末現在で２０歳から３４歳であった男女及びその配偶者

を調査対象として、結婚、出産、就業等の実態及び意識の経年変化の状況を継続的に観

察することにより、少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案、実施等のための基礎資

料を得ることを目的として、平成１４年から毎年実施している。

平成２３年度は１１月に第１０回の調査を実施する。

なお、平成２２年度より調査方法は、統計情報部から対象者へ調査票を直接郵送し、

対象者から直接郵送によって回収する方法に変更している。

６ 中高年者縦断調査（中高年者の生活に関する継続調査）について

本調査は、平成１７年１０月末現在で５０歳から５９歳の男女を追跡して、その健康

・就業・社会活動について、意識面・事実面の変化の過程を継続的に調査し、高齢者対

策等厚生労働行政施策の企画、実施のための基礎資料を得ることを目的として、平成

１７年から毎年実施している。

平成２３年度は１１月に第７回の調査を実施する。
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なお、平成２２年度より調査方法は、統計情報部から対象者へ調査票を直接郵送し、

対象者から直接郵送によって回収する方法に変更している。

７ ２１世紀出生児縦断調査について

本調査は、２１世紀の初年、平成１３年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継

続的に観察することにより、少子化対策等厚生労働施策の企画立案、実施のための基礎

資料を得ることを目的として、平成１３年から毎年実施している。

また、平成２２年から、平成２２年に出生した子についても調査を実施し、平成１３

年に出生した子との比較対照を行い、世代による違いを検証することとしている。

平成２３年度は、平成１３年出生児について、７月と１月に調査を実施する。また、

平成２２年出生児について、１２月に第２回の調査を実施することとしている。調査方

法は、統計情報部から対象世帯へ調査票を直接郵送し、世帯から直接郵送によって回収

する方法で実施している。

８ 国民生活基礎調査について

本調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等に関する実態を国民の基本的な生活の場

である世帯から総合的に把握し、厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び立案に

必要な基礎資料を得るとともに、各種世帯調査の客体を抽出するための親標本を設定す

ることを目的としている。

調査周期は、昭和６１年を初年とし、以降３年ごとに出現頻度の低い事象の把握及び

都道府県・指定都市別推計が可能な大規模調査を実施し、中間の２か年は、世帯及び世

帯員の基本的事項及び所得の状況を把握する簡易な調査を実施している。

平成２３年度は簡易調査の実施年に当たり、世帯票は本年６月に、所得票は本年７月

に実施する。

９ その他の統計調査について

衛生行政報告例、福祉行政報告例、地域保健・健康増進事業報告、病院報告について

も、例年通り実施することとしている。

なお、これら統計調査については、電子報告を推進しているところであるが、今後も

より一層の活用をお願いする。
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